
事業者向け行政手続システム整備に向けた調査について
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事業者手続タスクフォース（旧デジタル臨調作業部会で発表）

事業者向けの行政手続システムについて全体整理を進める

共通機能2
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主要な行政手続においてもGビズID認証が十分実装されておらず
事業者は複数のIDパスワードを管理しなければならない。

デジタル庁の共通サービス活用（GビズIDの例）

※件数は「行政手続等の棚卸結果等 (令和3年度調査)」をもとに作成
(https://www.digital.go.jp/resources/procedures_inventory_result/)

識別子 認証 署名

法人 GビズID
（法人番号）

GビズID
認証サービス

商業登記電子
証明書

個人事業主
GビズID

（個人事業主管理
番号）

マイナンバー
カード

• 識別子や認証、署名について共通機能を政府・自治体で
実装することにより事業者の負担を軽減する。

• 民間での活用拡大についても検討を進める。

https://www.digital.go.jp/resources/procedures_inventory_result/
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GビズIDプライム発行数

172システム（2023年10月末日）

接続システム数

法人：個人事業主＝８：２

保有割合

デジタル庁、総務省、厚生労働省、経済産業省、農林水産省、環境省、金融庁、国土交通省等国

都道府県：茨城県、埼玉県、神奈川県、新潟県、大阪府、沖縄県等
市区町村：足立区、さいたま市、大阪市、神戸市等

地方

他 日本政策金融公庫、情報処理推進機構等

106万者（2023年10月末日）

GビズIDの現状



共通機能 / API群

署名

認証

今後GビズIDと商業登記電子証明書の連携を進める
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GビズID

UI
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UI

各省庁・自治体
手続処理システム

◆事業者からも認証・署名機能を一体的に提供してほしいとの要望あり。これを実現すべく検
討を進める。

◆行政サービスのみならず、民間事業者からも事業者の認証手段としてGビズIDに関する利用
要望があることから今後その方向性について検討を進める。
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◆各省庁の事業者手続のデジタル化の支援を行うために、まずは現状把握として各省庁の行政手続や補助金
申請の状況を把握するための調査を実施。

◆その上でデジタル庁で整備している共通機能（GビズID、Jグランツ、e-Gov等）を活用したデジタル化を
各省庁に対してサポートしていくための整備計画を整理し、デジタル庁が各省をサポートしながらデジタ
ル化を進めていく道筋を整理する。

※進め方のスケジュールは改めてご連絡

事業者向け行政手続の全体像整理に向けた調査実施ご協力のお願い
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結果の分析
• e-Gov・Jグランツの各省庁
展開

• GビズID認証/署名の各省庁
展開

• 共通機能の各省庁展開
• 将来的なプラットフォーム
整理案

手続の現状
各省庁への

アンケート/調査
※本調査は調査ツール
（CRM）を用いて実施• 各省庁でプラットフォーム

サービスを利用したデジタル
化が進行

• 共通機能が認知されておらず、
各省庁への導入が進んでいな
い。

• 行政手続の類型に応じたプロ
セスの標準化やシステム標準
化が実施されていない。

• 費用対効果が合わない手続に
ついては、依然として紙で行
われている。

1. 各省庁への調査 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理

• 各省庁システムでの認証/署名
機能実施状況の整理

• 各省庁システムでの共通機能
実装状況の整理

• e-Gov電子申請・審査支援
サービスと各省システムの棲
み分け整理

• 各省庁の行政手続類型化と共
通システム化の方向性整理

0.現状の整理 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理
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行政手続調査の進め方の見直し

◆ 行政手続について、これまでデジタル庁は各省庁へ以下の調査を行ってきた。
1. 行政手続等の棚卸調査（R3：悉皆調査）
2. 行政手続のデジタル完結に向けた横断的調査（R5・年間手続件数1万件以上の申請等・処分通知等を対象）

◆ 上記調査では、エクセルを用いてきており、各省庁の職員の大きな負担となっていた。これを調査ツールで管理す
ることにより、職員の負担を最小化するとともに、調査の進捗等を可視化して把握可能に。

これまでの行政手続調査実施までの流れ
（エクセルベース）

調査ツールを活用した調査の簡素化・可視化

• 原課の担当者が入力すればリアルタイムにデータ更新
• 官房・局総務課の取りまとめの手間が大幅に減少
• 前回調査からの変更履歴が直接閲覧可能

• ファイルの取りまとめに時間がかかる
• ファイルが返送されなければ定期更新が難しい
• データの容量が大きく、結果の分析が難しい



調査ツール活用のメリット
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＜入力負担の軽減＞

• これまではエクセルで調査を行っていたところが、各省各原課ウェブ上でダイレクトに入
力可能になり、職員の調査負担の軽減になる。

＜オンライン化状況の可視化＞

• デジタル庁だけでなく、各省庁にとっても省内の行政手続のオンライン化状況が可視化さ
れ、把握しやすくなる。

＜デジタル化支援の効率化＞

• 各省庁はデジタル庁側が持つ共通サービス（GビズID認証、e-Gov、Jグランツ等）の導入
状況を把握でき、これらの利用に関してデジタル庁から伴走型のサポートを受けられる。

• デジタル庁としては、各省庁の相談内容を管理しながら効率的に共通サービスの提供や各
省庁がつまづきやすいポイントを把握することができる。
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行政手続のオンライン化状況を調査・可視化できる調査ツールを開発

これを活用することで各省庁のGビズIDやe-Govの利用をきめ細かくサポート

手続オンライン化状況ダッシュボード各省庁手続入力画面

※各省庁の制度担当者が直接入力することを想定
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補助金ダッシュボード各省庁手続入力画面

補助金申請のオンライン化への対応状況についても調査を実施

デジタル化が進んでいない補助金申請についてJグランツの利用を促進
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デモ実施



デモ画面
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事業者行政手続ダッシュボード
補助金ダッシュボード

手続ダッシュボード

手続入力画面(各府省庁向け)

行政手続入力画面
行政手続処理システム入力画面
補助金入力画面

https://none-c0.lightning.force.com/lightning/r/Dashboard/01Z5h0000006YXFEA2/view
https://none-c0.lightning.force.com/lightning/r/Dashboard/01Z5h0000011PIKEA2/view
https://none-c0.my.site.com/s/procedure/a025h00000rBFE1AAO/p0000933
https://none-c0.my.site.com/s/system/a035h00000fhIgvAAE/%E7%89%B9%E8%A8%B1%E4%BA%8B%E5%8B%99%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://none-c0.my.site.com/s/grant/a0H5h000002Ff5cEAC/s00000111
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